２００４年度
一般保安教育
消防法・石災法
	消防法


法の目的

この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害に因る被害を軽減し、もって安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資することを目的とする。
	法の体系
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	危険物施設の概要
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	危険物施設の規制の概要
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	申請から使用開始までのフロー
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	定期点検


定期点検制度の概要

この制度は、特定の所有者等に対し、製造書等の位置・構造・設備について定期的に点検を行い、その点検記録を作成し保存する義務を課したものである。

	製造所等の区分
	対象施設
	法点検期間
	消防指導指針

	製造所
	指定数量１０倍以上
	１回/年
	１回/１ヶ月

	一般取扱所
	指定数量１０倍以上
	１回/年
	１回/１ヶ月

	移送取扱所
	すべて実施
	１回/年
	１回/１ヶ月

	給油取扱所
	地下ﾀﾝｸを有するもの
	１回/年
	１回/１ヶ月

	屋外タンク貯蔵所
	指定数量２００倍以上
	１回/年
	１回/３ヶ月

	屋内貯蔵所
	指定数量１５０倍以上
	１回/年
	１回/３ヶ月

	屋外貯蔵所
	指定数量１００倍以上
	１回/年
	１回/３ヶ月

	地下タンク貯蔵所
	すべて実施
	１回/年
	１回/３ヶ月

	移動タンク貯蔵所
	すべて実施
	１回/年
	１回/３ヶ月


	保安検査


保安検査の概要

規模の大きい屋外貯蔵タンクや移送取扱所については、施設の不備、欠陥による事故が発生した場合、その被害や社会的影響が非常に大きいことから特に市町村長等が行なう保安検査を受けることが義務付けられている。

	対象施設
項目
	定期保安検査
	臨時保安検査

	
	屋外タンク貯蔵所
	移送取扱所
	屋外タンク貯蔵所

	検査対象
	１０，０００ＫＬ

以上のもの
	配管延長

１５Ｋｍ以上のもの
	１，０００ＫＬ

以上のもの

	検査時期

事由
	原則として８年に１回

（総務省令で定める保安措置を講じている場合は９年又は１０年）
	原則として

１年に１回
	１/１００以上の

不等沈下発生

	検査事項
	タンク底部の

板厚及び溶接部
	構造及び設備
	タンク底部の

板厚及び溶接部


	危険物保安監督者の業務
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	危険物施設保安員の業務
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	危険物保安統括管理者


同一の事業所で複数の施設を有し、大量の危険物を貯蔵し、又は取り扱っている場合は、個々の危険物施設ごとの保安管理だけでなく、併せて事業所全体としての保安管理を図る必要があるため、一定の事業所においては危険物保安統括管理者を定め、事業所全般における危険物の保安に関する業務を統括管理する。

石油コンビナート等災害防止法

（石災法）

	石災法の制定


制定：昭和５０年１２月１７日

制定の経緯

＊　旧三菱石油(株)水島製油所の重油流出油事故

(S49．12)

＊　旧大協石油(株)四日市製油所の灯油タンク火災

(S50．2)

が契機となり、広域災害対策の必要性が叫ばれるようになり石災法が制定された。

	目的（法第1条）


石油コンビナート等特別防災区域に係る災害の特殊性に鑑み、その災害の防止に関する基本的事項を定めることにより、消防法、高圧ガス保安法その他災害の防止に関する法律と相まって、特別防災区域に係る災害の発生及び拡大の防止等のための総合的な施策の推進を図り、もって特別防災区域に係る災害から国民の生命、身体及び財産を保護することを目的とする。
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	石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等災害防止法の概要


１．石油コンビナート等特別防災区域の指定

２．特定事業所の指定等

３．事業所レイアウトの規制

４．事業所に対する災害予防の義務付け

(1) 特定防災施設等

(2) 自衛防災組織(防災要員、防災資機材等、防災規程)

(3) 防災管理者等

(4) 共同防災組織

５．事業所に対する災害応急措置(異常現象の通報等)の義務

６．石油コンビナート等防災本部の設置

７．石油コンビナート等防災計画の作成

８．緩衝緑地の設置

	石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等特別防災地域（法第2条）


１．定義：次に該当する地域

・『一定規模以上の石油貯蔵所等が二つ以上』あり

・災害発生および拡大の防止の『特別の措置』を講じさせ

・当該地区について『一体とした防災体制の確立』が緊要

２．『石油コンビナート等特別防災地域』数

①日本国内：７５地区

３．特定事業所等

(1) 第１種事業所：一定規模以上の石油貯蔵所等
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※　××製油所は第１種事業所

※　他に第２種事業所がある

石油の貯蔵・取扱量：×，×××，ＫＬ

高圧ガスの処理量：×××，×××，×××，ｍ３
(2) 特定事業者の責務（法第３条）

・特定事業所における『災害の発生及び拡大の防止』

・該当特別防災区域の『災害の発生及び拡大の防止』

に関し、必要な措置を講ずる

	第3章：特定事業者に係る災害予防


特定防災施設等（法第15条）

特定事業者は、特定防災施設等を設置し維持しなければならない。

(1) 流出油等防止堤　（屋外タンク貯蔵所を囲む）

・流出油等防止堤総延長　：　　×，×××ｍ

(2) 消火用屋外給水施設

・消火配管総延長　　　　：　××，×××ｍ

・消化栓総数　　　　　　：　　　　×××基

(3) 非常通報設備

消防、特防協への通報用無線又は有線通信設備

	自衛防災組織（法第16条）


特定事業者は、次のものを設置しなければならない

(1) 自衛防災組織 ･････××製油所の場合

非常措置要領の　『非常体制図の組織』

(2) 防災要員：災害発生時直ちに防災活動が可能な者

（法定必要人数は次ﾍﾟｰｼﾞ参照）

(3) 防災資機材等：次頁で説明

(2) 防災要員（法定必要人数）

	防災資機材等
	防災要員（人）
	備考

	大型化学消防車　※１
	５
	省力車は３人

	大型高所放水車
	２
	省力車は１人

	泡原液搬送車
	１
	

	ｵｲﾙﾌｪﾝｽ展張船
	２
	

	油回収船
	２
	


※１：２台以上は指揮者１名
(3) 防災資機材等

1) 陸上関係（××防災警備で維持管理）

・消防資機材３点セット

（大型高所放水車・大型化学消防車・泡原液搬送車）

・大型化学消防車　・指揮車

2) 海上関係（××操油係で維持管理）

①オイルフェンス＆オイルフェンス○○船

オイルフェンス保有量：４，４００ｍ

オイルフェンス○○船：△△、××
②油回収船又は油回収装置、油処理剤・油吸着材等

・油回収船：石油３社で保有

・油回収装置：１台･･･（法的には無くても良い）

・油処理剤・油吸着材等：必要数量保管

	防災管理者等（法第17条）


(1) 防災管理者

特定事業者は、特定事業所ごとに『防災管理
者』を選任し、自衛防災組織を統括させなければならない。

××製油所の防災管理者：所長

(2) 副防災管理者

第1種事業者は、『副防災管理者』を選任し、防災管理者を補佐させなければならない。

××製油所の副防災管理者：

①　副所長　②　副所長　③　ＧＭ
④　副所長（休日夜間は当直者）

	防災管理者の職務
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	共同防災組織等（法第18条）


一つの特定防災区域内の特定事業所で
『共同防災組織』を設置することが出来る。
メリット：防災資機材を共有化し、経費の軽減を図る。

××製油所は：

海上関係：××海上共同防災組織（海共防）
××地区特別防災地区協議会加盟事業所で海上防災資機材の所有義務がある１１社で構成オイルフェンス展張船（油回収船：石油３社）共有
	第4章：災害に関する応急処置


異常現象の通報義務（法第23条）
特定事業所で事業の統括管理する者は、当該特定事業所で出火、石油の漏洩、その他異常現象が発生したら、『消防署へ通報』しなければならない。

・××製油所：非常措置要領で明記

（但し、通報先は ①消防本部 ②警察署
③××市 ④海上保安署）
	異常現象の範囲（消防地第158号通知）


１．出火
人の意思に反して発生し若しくは拡大し、又は放火により発生して消火の必要がある燃焼現象であって、これを消火するために消火設備又はこれと同程度の効果があるものの利用を必要とするもの。

２．爆発　：　施設、設備等の破損を伴うもの。

３．漏洩

危険物、準危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物その他有害な物質の漏洩。但し、次に掲げる少量の漏洩で、泡散布、散水、回収、除去等の保安上の措置を必要としない程度のものは除く。

(1)製造、貯蔵、入出荷、用役等の用に供する施設若しくは設備又はこれらに付属する設備（以下｢製造等施設設備｣という）に係る温度、圧力、流量等の異常な状態に対し、正常状態への復帰のために行う製造等施設設備の正常な作動又は操作によるもの。

(2)発見時に既に漏洩が停止しているもの又は製造等施設設備の正常な作動若しくは操作により漏洩が直ちに停止したもの。

	異常現象の範囲（消防地第158号通知）


４．破損
製造等施設設備の破損、破裂、損傷等の破損であって、製造、貯蔵、入出荷、用役等の機能の維持、継続に支障を生じ、出火、爆発、漏洩等を防止するため、直に修復、使用停止等緊急の措置を必要とするもの。

５．暴走反応等

製造等施設設備に係る温度、圧力、流量等の異常状態で通常の制御装置の作動又は操作によっても制御不能なもの等、上記１から４に掲げる現象の発生を防止するため、直に緊急の保安上の措置を必要とするもの。
	自衛防衛組織等の災害応急措置

（法第24条）


(1) 自事業所 災害の場合
災害の発生又は拡大の防止措置を講じなければならない。

(2) 他事業所 災害の場合

自衛防災組織を派遣する等、災害の拡大防止に協力しなければならない。

※ 特防協の応援出動

	施設地区の配置等に関する省令


１．各施設区分の基準（省令第2条～第4条）
(1) 製造施設地区（製油××の管理エリア）

危険物等の製造施設の設置されている区域

(2) 貯蔵施設地区（製油××操油の管理エリア）

危険物等の貯蔵施設の設置されている区域

(3) 入出荷施設地区（製油××操油の管理エリア）

危険物等の受入、出荷施設（船舶、車両含む）の設置されている区域

(4) 用役施設地区（製油××動力の管理エリア）

電気、空気、蒸気、水等施設の設置されている区域

(5) 事務管理施設地区（主に総務×の管理エリア）

管理事務所、駐車場、運動場等施設の設置されている区域

(6) その他施設地区

上記(1)～(5)項以外の施設　　（所内配置図を参照）
２．施設地区と特定通路

(1) 特定通路の定義

事業所の敷地内の通路のうち、製造施設地区、貯蔵施設地区、入出荷施設地区、用役施設地区又は事務管理施設地区の外周に接する部分であって、防災活動の用に供することができるもの。

(2) 施設地区の配置の基準（省令第10条）
	施設地区名
	配置の基準

	製造施設地区
	外周全てが特定通路に接する。

	貯蔵施設地区
	外周全てが特定通路に接する。

	入出荷施設地区
	外周の１／４以上が特定通路に接する。

	用役施設地区
	外周の１／２以上が特定通路に接する。

	事務管理施設地区
	外周の１／２以上が特定通路に接する。

公共道路に面する境界線に近接する。


その他の基準
1) 面積の基準（製造施設地区及び貯蔵施設地区）（省令第９条）

2) 特定通路の幅員（省令第11条）

3) 通路の配置及び形状の基準（省令第12条）

4) 連絡導管及び連絡通路の配置基準（省令第13条）
	石油コンビナート等防災体制委員会


十勝沖地震での災害を踏まえた消防防災対策の充実方策の検討

第１部会　事業所における防災資機材等検討委員会

①浮屋根タンクの全面火災に火災想定と消防戦術について

②新たな防災資機材について

③泡消火薬剤の備蓄方策について

第２部会　屋外ﾀﾝｸ貯蔵所における技術基準等検討委員会

①浮屋根式ﾀﾝｸの屋根の構造等について

②浮屋根式屋外ﾀﾝｸ貯蔵所の固定消化設備について

③旧法ﾀﾝｸの耐震改修の推進について

④その他必要事項

第３部会　特定事業所における防災体制・リスク管理等検討委員会

①地震災害時のコンビナート事業所の自衛防災組織のあり方について

②自衛防災組織の機能強化のための防災管理者等の教育・評価方策について

③その他必要事項
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石災法改正概要
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終わり
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出光興産北海道製油所において


多数のタンクが同時被災し複数


のタンクが火災（H15.9末）





危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める国事規則（危告示）








市町村条例





火災予防条例





消防法施行規則





消防法施行令





消防法





危険物の規制に関する規則（危政令）





危険物の規制に関する政令（危政令）





危険物の製造、貯蔵、取扱いに際しての基準規定





火災予防、消防用設備等についての基準規定








地震災害事例
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危険物施設





危険物施設に係る規制の関係











①消防力の充実強化必要


（特定事業所に係る防災資機材の増強）


②防災体制の充実強化必要


（防災管理者・防災規程等を中心とした


　体制の設備）





全ての施設


に係るもの





特定の施設


に係るもの





特定の施設のある事業所





危険物の取扱いを行う者


に対する規制





危険物の貯蔵・取扱い


方法の規制





危険物施設の位置


・構造・設備の規制





危険物保安監督者の選任





危険物施設保安員の選任





予防規程の作成





保安検査の受検





改正理由・目的





定期点検の実施





危険物保安統括者の選任





自衛消防組織の編成





完成検査済証交付





使用開始





完成検査申請





完成検査前検査済証交付


溶接部検査適合通知書





完成検査前検査





完成検査前検査申請





工事着工





許可書交付





仮使用承認書交付





仮使用承認申請





変更許可申請





変更許可申請の流れ





使用開始





完成検査済証交付





完成検査申請





完成検査前検査済証交付


溶接部検査適合通知書





完成検査前検査





完成検査前検査申請





工事着工





許可書交付





設置許可申請





設置許可申請の流れ





現行制度の課題











①　防災資機材等の機能強化に伴う防災体制の整備


　⇒　増強資機材について、特定事業者共同でより広域な配備を可能とする組織的受け皿


　　　を整備（※　現行はｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ区域内での共同配備まで）





消　防　力





危険物保安監督者





業務





危険物取扱作業の保安業務





火災等の災害防止のための隣接危険物


施設関係者との連絡保持





危険物施設保安員への必要な指示





施設の構造・設備の保安業務





計測・制御・安全装置等の維持管理


のための保安管理





施設の異常発見時の措置





施設維持のための定期点検、


臨時点検及びその記録、保存





火災等の災害防止のための隣接危険物


施設関係者との連絡保持





危険物取扱作業者に対する


予防規程等に照らした監督





改正内容





「石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等防災区域における防災


　対策について措置を講ずる必要」


　　(消防審議会答申(H15.12.24))








施設の構造、設備の保安に関し必要な業務





計測・制御・安全装置等の機能


管理のための保安管理





火災又は火災発生危険時の応急措置





施設の異常発見時の危険物


保安監督者その他の関係者


への連絡、状況に応じた措置





定期点検、臨時点検の記録、保存





施設維持のための定期点検、臨時点検





業務





危険物施設保安員





石災法改正概要





・指定数量未満の危険物等の貯蔵・取扱いの基準


・火気を使用する設備の位置、構造、管理基準


・少量危険物の貯蔵・取扱いの基準














②　防災業務の適正化及び責任の明確化


⇒　市町村長等による特定事業者に対する防災業務の改善措置命令（罰則あり）を導入





③　防災規程の実効性の確保とそれに伴う行政の関与


⇒　実施状況に係る定期報告を制度化





④　災害現場における情報提供要求


⇒　市町村長等による特定滋養者における統括管理する者に対する情報提供要求


　　（罰則あり）の整備








消防法








高圧ガス保安法








災害対策基本法





その他の


災害防止法





石油コンビナート等


災害防止法


(総合的な防災対策の推進)





防災体制




















災害発生時の通報と応急措置に関する統括





防災要員に対する防災教育の統括





その他防災に関する必要な事項





自衛防災規程その他保安関係諸規定の承認





自衛防災組織の統括





職務





防災管理者
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・指定数量未満の危険物等の貯蔵・取扱いの基準 

・火気を使用する設備の位置、構造、管理基準 

・少量危険物の貯蔵、取扱いの基準 

火災予防、消防用設備等

についての基準規定 

 

危険物の製造、貯蔵、取扱い

に際しての基準規定 

危険物の規制に関する政令（危政令 ） 

危険物の規制に関する規則（危政令 ） 

消防法 

消防法施行令 

消防法施行規則 

火災予防条例 

市町村条例 

危険物の規制に関する技術上の基準の細

目を定める国事規則（危告示）  

 

法の体系 

危険物施設 

製 造 所 

貯 蔵 所 

取 扱 所 

屋内貯蔵所 

屋外ﾀﾝｸ貯蔵所 

屋内ﾀﾝｸ貯蔵所 

地下ﾀﾝｸ貯蔵所 

簡易ﾀﾝｸ貯蔵所 

移動ﾀﾝｸ貯蔵所 

屋外貯蔵所 

一般取扱所 

移送取扱所 

給油取扱所 

販売取扱所 

13施設 
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